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また、申請書及び資料の提出期限まで
に完成し、引渡しが完了する予定であっ
た工事が「新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止に向けた工事及び業務の一
時中止措置等について」（以下、「コロナ通
知」という。）に基づく一時中止等を行っ
たことにより、申請書及び資料の提出期
限までに完成し、引渡しが完了していな
い場合においても実績として認める。
ただし、コロナ通知に基づく一時中止
等以降、新たな理由により工期を延期し
た場合、工事の完成、引渡しの完了まで
実績として認めない。

⒡ 本工事に経常ＪＶとして申請書及び資料
を提出した場合、その構成員は単体として
申請書及び資料を提出することはできな
い。
⒢ 申請書及び資料の提出期限の日から開札
の時までの期間に、近畿地方整備局長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
⒣ 申請書及び資料の提出期限の日におい
て、低入札工事を受注したことにより、近
畿地方整備局が発注する新たな工事への参
入を制限されていないこと。
⒤ 本工事に係る設計業務等の受託者又は当
該受託者と資本もしくは人事面において関
連がある建設業者でないこと（入札説明書
参照）。ただし、参加を希望する工事のみ
を対象とする。
⒥ 入札に参加しようとする者の間に資本関
係、又は人的関係がないこと又はその他の
入札の適正さが阻害されると認められる関
係がないこと（入札説明書参照）。
⒦ 入札参加希望者の代表者又は代理権限の
ある名義人のＩＣカードにより、電子入札
システムからダウンロードした当該工事の
入札説明書及び図書等に基づき申請書及び
資料を作成すること（ただし、電子記録媒
体（ＣＤＲ又はＤＶＤＲ）を下記４
⒝に持参することにより電子データの交付
を受け、申請書及び資料を作成した者も可
とする。）。

⒧ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。

 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地に専任で配置できること。
なお、本入札公告において入札期限までに
申請できる配置予定技術者は１名とする。上
記１．工事概要で記載した複数の工事に参加
を希望する場合でも配置予定技術者は１名の
みとし、２名以上申請した場合は、入札を無
効とする。
ただし、配置予定技術者の資格等に関する
資料は入札期限までに提出すること。（入札説
明書参照）
⒜ １級土木施工管理技士、２級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
⒝ 平成20年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した上記⒠１）及び２）の要
件を満たす工事（発注機関は問わない。）の
経験（以下「同種工事の経験」という。）を
有する者であること（甲型共同企業体構成
員としての経験は、出資比率が20％以上の
場合のもの、乙型共同企業体構成員として
の経験は、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事のものに限る。）。
ただし、上記⒠１）及び２）は、同一
工事でなくても良いが、両方の経験を有す
ること。
なお、明示した同種工事の経験に携わっ
ていたことが確認できる工事に限る。
また、上記の期間に１年以上の産前・産
後・育児休業、介護休業及び傷病休業（以
下「長期休暇」という。）を取得した場合は、
長期休暇期間に相当する期間を実績として
求める期間に加えることができる。
同種工事の経験が国土交通省大臣官房官
庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及
び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注の
工事（いずれも港湾空港関係を除く。）のう
ち入札説明書に示すものに係る経験である
場合は、工事成績評定が入札説明書に示す
点数未満であるものを除く。

なお、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事がコロナ通知に基づく一時中止等を行っ
たことにより、申請書及び資料の提出期限
までに完成し、引渡しが完了していない場
合においても経験として認める。ただし、
コロナ通知に基づく一時中止等以降、新た
な理由により工期を延期した場合、工事の
完成、引渡しの完了まで経験として認めな
い。
⒞ 配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
⒟ 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
⒠ 在籍出向者等を配置予定技術者として配
置する場合は、「建設業者の営業譲渡又は会
社分割に係る主任技術者又は監理技術者の
直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務
取扱いについて」（平成13年５月30日付け国
総建第155号）、「官公需適格組合における組
合員からの在籍出向者たる監理技術者又は
主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱い等について（試行）」（平成28年３
月24日付け国土建第483号）、「親会社及び
その連結子会社の間の出向社員に係る主任
技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的
な雇用関係の取扱い等について（改正）」（平
成28年５月31日付け国土建第119号）又は
「持株会社の子会社が置く主任技術者又は
監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱いについて（改正）」（平成28年12月
19日付け国土建第358号）において定めら
れた在籍出向等の要件に適合しているこ
と。
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のうち
の１社が上記⒜から⒠までの基準をすべて満
たす配置予定技術者を当該工事の現地に専任
で配置できるとともに、その他の構成員も配
置予定技術者を当該工事の現地に専任で配置
できること。

 上記１．工事概要で記載した複数の工事に
参加を希望する場合の競争参加資格確認申請
にあたっては、以下に留意すること。
ａ）申請書は参加を希望するすべての工事ご
とに作成し、電子入札システム（紙入札方
式の場合は、書面）により提出すること。
ｂ）申請書以外の入札説明書で示すその他の
資料は、いずれか１件の工事の申請書のみ
に添付し、提出すること。
ｃ）上記ｂ）により、その他の資料の添付を
要しない各工事における申請書には、入札
説明書で示す様式をその他の資料に代えて
添付し、提出すること。なお、申請書以外
のその他の資料を、複数の工事に提出した
場合は、欠格とする。
ｄ）配置予定技術者の資格等に関する資料
は、入札期限までに提出すること。

３ 総合評価に関する事項
 入札に関する事項
１）「工事目的物の性能・機能の向上に関す
る事項」及び「生産性向上に関する事項」
を評価項目とし、具体的には以下のとおり
である。
⒜ 橋台（鉄筋コンクリート）の品質確保
のための工夫とその効果
⒝ 橋台（鉄筋コンクリート）の情報通信
技術（ＩＣＴ）の活用による生産性向上
に係る工夫とその効果

２）「賃上げ評価」
従業員への賃金引き上げ計画を表明した
企業等について評価する。
３）「施工体制」についての評価項目は以下
のとおりである。
 施工体制確保の確実性
 品質確保の実効性
４）総合評価の方法は、次の要件に該当する
者のうち、下記によって得られる標準点
と入札参加者それぞれの提案の評価による
加算点の合計を入札価格で除した数値（以
下「評価値」という。）の最も高い者を落札
者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 上記１）から３）までの内容が適正で
あること。
 評価値が標準点を予定価格で除した数
値を下回らないこと。
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